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１ 業務の目的  

本市では令和６年３月に策定した「第三次川越市地球温暖化対策実行計画（区域施策

編）改定版」において、2030 年度における温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 46％

削減すること及び市域の再生可能エネルギー導入量を 2030 年度に 2020 年度から 2.4 倍

とすることを目標として掲げたことなどを踏まえ、目標を達成するためには、行政が率

先して再生可能エネルギーの導入を図る必要があります。 

本業務は、市内において具体的にどのような施設、立地に太陽光発電設備の導入が可

能か調査を行うとともに、公共施設における太陽光発電設備の導入を効率的・効果的に

進めるための検討を行うことを目的に実施し、その導入可能性調査を知識、技術、経験

を有する事業者に委託するものです。  

 

２ 業務の概要  

（１）業務名称  

川越市公共施設太陽光発電設備導入可能性調査業務委託 

（２）業務内容  

別紙、仕様書のとおり  

（３）業務期間  

契約締結日 から 令和 7 年 1 月 10 日（金）まで 

（４）事業費限度額  

10,500,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※本業務の契約締結に係る上限額であり、見積額についてはこの範囲で別途算定す

る。 

 

３ 担当課 

川越市 環境部 環境政策課  

（担当：島村、礒部、戸井田、佐久間、三田）  

所在地 〒350-8601 川越市元町 1-3-1 

電 話 049-224-8811（内線 2614） 049-224-5866（直通） 

メールアドレス kankyoseisaku★city.kawagoe.lg.jp 

        （送信する際は★を@に置き換えてください。）  

ホームページ URL https://www.city.kawagoe.saitama.jp/ 

 

 

４ 参加資格 

このプロポーザルに参加しようとする者は、川越市契約規則を遵守した上、次に掲げ

る条件を全て満たすものとします。なお、複数の企業による共同参加は認めません 。  

⑴ 競争入札参加者の資格等に関する規程に基づく令和 5・6 年度川越市競争入札参加

資格者名簿に登載されていること。  

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項に規定する者に該

当しないこと。  

⑶ 本業務委託の公告の日から業務委託契約締結の日までの間のいずれかの日において

も、川越市建設工事等の契約に係る指名停止の措置要綱の規定に基づく指名停止期

間中でないこと。  

⑷ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始

の申立てがなされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立がなされた者であって、更生計画の

認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）でないこと。  

⑸ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく指名除外措置を受けていないこと。  

⑹ 本業務委託は「令和５年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地

http://www.city.kawagoe.saitama.jp/
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域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」を活用予

定であることから、本補助金の目的等を理解した事業者であって、過去 5 年間に再

エネ導入に関わる類似業務を実施した実績又は再エネ導入構築の実績を有している

こと。 

 

５ 選考のスケジュール  

公募から事業者選定までのスケジュール（概要）は以下のとおりです。  

内  容 期  間 

公募の開始 

令和 6 年 5 月 8 日（水） 

※市ホームページにて提出書類等のダウンロードができます。  

※書類等の直接配布は環境政策課にて同日より開始します（土日

祝日を除く午前 9 時から午後 4 時まで）。  

参加申し込み 

令和 6 年 5 月 8 日（水）～5 月 21 日（火）午後 4 時まで 

※メール送信後、環境政策課に送信確認の電話をしてください。 

※参加資格の確認を行い、令和 6 年 5 月 22 日（水）までに確認

の結果を電子メールで通知します。  

質問の受付 

令和 6 年 5 月 9 日（木）～5 月 16 日（木）正午まで 

※メール送信後、環境政策課に送信確認の電話をしてください。 

※質問の回答は、令和 5 年 5 月 20 日（月）までにホームページ

にて公開します。  

企画提案書等の提出  

令和 6 年 5 月 29 日（水）～6 月 12 日（水）までの午前 9 時から

午後 4 時まで（郵送の場合は必着）  

※企画提案書は書類提出のほか、電子データの提出が必要です。 

プレゼンテーション

審査の実施 
令和 6 年 6 月 28 日（金）（予定）  

審査結果の通知  令和 6 年 7 月上旬  

契約締結 令和 6 年 7 月上旬  

 

６ 参加申し込み  

このプロポーザルに参加する意思がある場合は、「公募型プロポーザル参加申込書（様

式１）」（以下、「様式１」）及び「業務経歴書（様式２）」（以下、「様式 2」）を提出して

ください。提出がない場合、このプロポーザルへの参加は認められません。  

⑴ 受付期間 

令和 6 年 5 月 8 日（火）から 5 月 21 日（火）午後 4 時まで（郵送の場合は必着）  

⑵ 提出方法 

「様式 1」及び「様式 2」に必要事項を記入し、電子メールに添付して「環境政策

課」へ提出してください。電子メールの表題は「太陽光プロポーザル参加申込（事業

者名）」としてください。メール送信後、「環境政策課」に送信確認の電話をしてくだ

さい。 

⑶ 参加資格の確認  

提出書類を基に参加資格の確認を行い、令和 6 年 5 月 22 日（水）までに参加資格

の確認結果について、参加申込みをしていただいた全ての事業者へ電子メールで通知

します。 

参加資格を有する事業者（以下、参加事業者）には、企画提案書等の提出をお願い

します。 

 

７ 質問の受付  

このプロポーザルに関して質問がある場合は、「質問票（様式 3）」（以下、「様式 3」）
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を提出してください。  

⑴ 受付期間 

令和 6 年 5 月 9 日（木）から 5 月 16 日（木）正午 まで 

⑵ 提出方法 

「様式 3」 に必要事項を記入し、電子メールに添付して「環境政策課」へ提出して

ください。電子メールの表題は「太陽光プロポーザル質問（事業者名）」としてくださ

い。メール送信後、環境政策課に送信確認の電話をしてください。電子メール以外で

の質問（電話での問い合わせ等）については回答いたしません。  

⑶ 回答 

質問の回答は、令和 6 年 5 月 20 日（月）までに、ホームページにて公開します。  

 

８ 企画提案書等の提出  

参加事業者は、以下のとおり選考に必要な書類（以下、提出書類）を持参又は郵送に

より提出してください。なお、提案者 1 者につき 1 つの企画提案の提出に限ります。  

⑴ 提出期間 

令和 6 年 5 月 29 日（水）から 6 月 12 日（水）までの午前 9 時から午後 4 時まで（郵

送の場合は 6 月 12 日（水）必着） 

⑵ 提出書類 

提出書類は次の表のとおりです。提出書類は日本工業規格による A4 判（様式 10 は

A3 判可）の規格によることとし、すべて片面で印刷してください。様式 4～6 は代表

者印が必要です。様式 7～10 は、順に並べて左綴じしてください。  

様式 4～6 は、各 1 部作成してください。様式 7～10 は、作成した事業者名を特定

できないようにし、綴じたものを 10 部作成してください。なお、様式 7～10 の書類

については、作成した事業者名を特定できる内容の記述はしないでください。  

事故等による未着について本市では責任は負いません。 

また、電子メール、ＦＡＸでの提出及び提出期間を過ぎて提出された場合は一切受

け付けません。  

 

※企画提案書（様式 7）は、書類提出のほか、電子メールに添付して「環境政策課」

へ提出してください。電子メールの表題は「太陽光プロポーザル企画提案書（事業

者名）」としてください。メール送信後、「環境政策課」に送信確認の電話をしてく

ださい。 

 

提出書類 提出部数 備  考 

公募型プロポーザル届

出書（様式 4） 
1 部 代表者印が必要  

誓約書（様式 5） 1 部 代表者印が必要  

見積書（様式 6） 1 部 代表者印が必要  

企画提案書（様式 7） 10 部 A4 用紙 10 枚まで 

実施体制調書（様式 8）  10 部  

配置予定者調書（様式 9） 10 部  

業務工程表（様式 10） 10 部 A4 又は A3 用紙で 1 枚 

※企画提案書（様式 7）は次のことを踏まえ作成してください。  

・環境省の令和 5 年度（補正予算）「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱
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炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）の実施要領、公

募要領、Ｑ＆Ａ集を確認し、要件等に準拠したものとすること。  

・その他、仕様書に示す要求事項に固執することなく、企画提案書の知識、経験等を活

用し、本業務の成果が最大限になるよう企画の提案に努めること。  

 

９ 選考方法 

選考は、プレゼンテーション審査及び質疑応答によって行います。なお企画提案書の

提出者が 4 者を超えた場合については、企画提案書等を審査し（以下、書類審査）、上

位 4 者をプレゼンテーション審査の対象とします。書類審査を行った場合、令和 6 年 6

月 21 日（金）までに審査結果を電子メールで通知します。 

プレゼンテーション審査の出席者は 3 名以内とします。プレゼンテーションの時間は

20 分以内、質疑応答は 10 分程度とする予定です。 

プレゼンテーション審査の実施は、令和 6 年 6 月 28 日（金）を予定しておりますが、

時間等詳細は 令和 6 年 6 月 21 日（金）までに電子メールで通知します。  

⑴ 評価 

次の評価項目について審査委員会で審査します。プレゼンテーション時は次の評価

項目の順（ア～ウは省略可）に説明してください。 評価の合計点が最高得点の者を契

約予定事業者に決定し、次に得点の高かった者を、次点の契約予定事業者として決定

します。最高得点が同点の場合は、審査委員会が決定します。  

契約予定事業者が何らかの理由により契約を行えなかった場合は、次点の契約予定

事業者と契約を取り交わします。  

【評価項目】 

ア 業務実績（10 点） 

 ・過去 5 年間に本業務と同等又は類似の調査業務を実施した業務経験があるか。 

・応募者が太陽光発電の導入又は導入支援を実施した業務経験があるか。  

イ 業務の実施体制（15 点） 

・業務を遂行するに当たり、確実に実施される十分な人員が確保されているか。  

・指揮系統が明確であり、円滑な業務運営がなされるか。 

・太陽光発電設備に関する知識の豊富な人員、及び、その他業務に必要な経験、  

能力を持った人員が配置されているか。  

・太陽光発電設備に関する情報収集能力があるか。 

   ウ 見積金額の評価（5 点） 

エ スケジュールに関する提案（10 点） 

 ・いつどのような作業をするか明確であり、実現性のあるスケジュールになって

いるか。 

オ 企画提案書の評価（50 点） 

・調査の目的に沿った提案となっているか。  

・公共施設の特性や地域の状況を踏まえた提案となっているか。  

・調査方法等について独自性のある提案となっているか。 

・太陽光発電設備の設置に係る躯体への影響等について具体性のある調査方法や

人員体制となっているか。  

・企画提案書の内容（分かりやすさ、構成等）が適切か。 

カ その他の提案内容（10 点） 

・受託候補者の利点、地元企業としての地域特性把握、取組姿勢など  

⑵ 選考結果 

選考結果は、令和 6 年 7 月上旬に電子メールで通知します。 

⑶ その他 

プレゼンテーション審査では、以下の物品については担当課で用意します。その他

の機器が必要な場合は参加事業者の責において用意してください。  

・プロジェクター（ＨＤＭＩ入力）  
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・ＨＤＭＩケーブル  

・レーザーポインター  

 

また、プレゼンテーション審査の場において、参加事業者名が特定可能な内容の表

現（参加事業者名、参加事業者のロゴ、標語の表示等）はしないでください。  

なお、審査委員会での選考は非公開、選考結果に対する異議申立ては受理しません。  

 

10 結果の公表  

選考結果については、ホームページで公表する予定です。 

 

11 契約の締結  

本業務の委託先業者に選定された者は、本市と協議の上、契約に必要な書類を揃え、

速やかに契約を締結するものとします。  

 

12 参加事業者の失格  

次のいずれかに該当する場合は失格とします。  

⑴ 「参加資格」の要件を満たさなくなった場合 

⑵ 「企画提案書等の提出」の期限までに提出書類が提出されなかった場合  

⑶ 提出書類に虚偽の記載があった場合  

⑷ 見積額が事業費限度を越えている場合  

⑸ プレゼンテーション審査に参加しなかった場合 

⑹ 選考の公平性を害する行為があった場合  

⑺ 前各号に定めるもののほか、 提案に当たり著しく信義に反する行為等、審査委員会

委員長が失格であると認めた場合  

 

13 その他留意事項 

 ⑴ このプロポーザルに参加する費用は全て参加事業者の負担とします。  

⑵ 提出書類の提出後の修正又は変更は、一切認めません。 

⑶ 本市と契約を締結する事業者は、予定した管理責任者等を配置するものとし、当該

管理責任者等の交代については死亡、傷病、退職等のやむを得ない場合を除き、これ

を認めないものとします。  

⑷ 本プロポーザルにおいて、発注者の要求水準を満たす提案がなかった場合、候補者

の選定は行わない。また、参加事業者が１者の場合であっても、発注者の要求を満た

す提案であれば、その者を契約予定事業者として選定します。  

⑸ 本市と契約を締結する事業者は、提出書類の「業務工程表（様式 10）」に記載する

内容を基に本市と協議を行い、決定したスケジュールに基づき業務を実施するものと

し、本市の許可なく業務工程の変更はできないものとします。  

⑸ 提出書類の著作権は参加する事業者に帰属します。ただし、本市がこのプロポーザ

ル結果の報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるも

のとします。 

⑹ 提出された書類は返却しません。  

⑺ このプロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、川越市情報公開条例（平成

8 年第 15 号）に基づき提出書類の公開について判断します。 

⑻ 「プロポーザル参加表明書」提出の後に辞退する場合は、辞退届（様式 11）を提出

するものとします。  

⑼ 環境省の補助事業に採択されなかった場合は、事業を実施しない、又は事業を縮小  

して実施することがあります。その場合における契約前に係る参加事業者側の一切の

費用は参加事業者の負担とします。  


